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富山県告示第375号 

   保安林の指定について 

 森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保 

安林の指定をする。 

  令和７年10月１日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

１ 保安林の所在場所 

  富山県中新川郡上市町極楽寺字張間屋敷112の１、112の乙、112の丙、113の甲 

 から113の戌まで 

２ 指定の目的 

  土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

 ⑴ 立木の伐採の方法 

  ア 主伐は、択伐による。 

  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に 

   係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 

  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
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 ⑵ 立木の伐採の限度 

   次のとおりとする。 

 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を富山県庁及び上市町役場に備え置 

いて縦覧に供する。） 

 

 

富山県告示第376号 

   指定公金事務取扱者の指定について 

 地方自治法（昭和22年法律67号）第 243条の２第１項に規定する指定公金事務取 

扱者を指定したので、同条第２項及び富山県会計規則（昭和62年富山県規則第17号） 

第 151条の２の規定により告示する。 

  令和７年10月１日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

１ 指定公金事務取扱者の名称及び住所又は事務所の所在地 

  富山県富山市新庄町字馬場24番２号 

  一般社団法人富山県自動車会議所 

２ 指定公金事務取扱者が受託した公金事務に係る歳入等又は歳出 

  県税に係る徴収金の収納事務 

３ 指定公金事務取扱者が公金事務を受託した期間 

  令和７年10月１日から令和８年３月31日まで 

４ 指定公金事務取扱者を指定した日 

  令和７年10月１日 
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大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出について 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１ 

項の規定により大規模小売店舗の変更の届出があったので、同条第３項において準 

用する法第５条第３項の規定により次のとおり公告し、当該届出及び添付書類を縦 
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覧に供する。 

  令和７年10月１日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

１ 店舗の名称及び所在地 

  ジョーシン砺波店  砺波市太郎丸２丁目５番 外７筆 

２ 店舗を設置する者 吉澤 葉子、吉澤 英明 

３ 変更事項 

 ⑴ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては 

  代表者の氏名 

  （変更前）上新電機株式会社 代表取締役 金谷 隆平 大阪府大阪市浪速区 

      日本橋西一丁目６番５号 

  （変更後）吉澤 葉子 富山県砺波市太郎丸二丁目３番地１ 

       吉澤 英明 富山県砺波市太郎丸二丁目３番地２ 

４ 変更の日 平成18年９月11日 

５ 変更の理由 大規模小売店舗を設置する者が変更となったため 

６ 届出の日 令和７年９月８日 

７ 縦覧場所 富山県商工労働部地域産業振興室経営支援課 

８ 縦覧期間 令和７年10月１日から令和８年２月２日まで 

９ その他 

  当該店舗の周辺地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項について意見を 

 有する者は、法第８条第２項の規定に基づき、以下の事項を記載した意見書を、 

 縦覧期間満了の日までに富山県商工労働部地域産業振興室経営支援課に提出する 

 ことができる。 

 ⑴ 氏名及び住所（法人等にあっては、所在地、名称及び代表者氏名） 

 ⑵ ⑴の事項の公表の可否 

 ⑶ 当該店舗の名称及び所在地 

 ⑷ 意見及びその理由 
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